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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 梅 田 　 貞 夫
問合せ先責任者 役 職 名 財 務 本 部 主 計 部 長

氏 名 高 野 　 博 信 Ｔ Ｅ Ｌ(     )03 3404－3311

中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月 18日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 16年 12月 10日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績                      (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期      578,005     5.5      26,635   193.4      24,883   422.1
15年 9月中間期      548,068   △11.4       9,077    10.9       4,766    23.1

16年 3月期    1,172,432               30,286                21,255

1 株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 ( 当 期 ) 純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期        1,931      8.1           1.83
15年 9月中間期        1,785     47.2           1.86

16年 3月期      △14,492               △14.49

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期 1,056,166,389株 15年 9月中間期   960,383,863株
16年 3月期  1,000,331,462株

2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期           2.50－ 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期           2.50－

16年 3月期 －           5.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期    1,481,991      224,918     15.2         212.97
15年 9月中間期    1,578,712      202,009     12.8         210.35

16年 3月期    1,586,814      236,472     14.9         223.89

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期 1,056,089,821株 15年 9月中間期   960,328,525株
16年 3月期  1,056,218,138株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期     1,222,201株 15年 9月中間期       983,497株
16年 3月期      1,093,884株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期    1,270,000      45,000            12,000                 2.50           5.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          11円 36銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報から得られた判断に基づいており、実際の業績は、様々な要素により記載
　の予想数値とは異なる結果となる可能性があります。

　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の2及び8ページを参照してください。
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個別中間貸借対照表

期　別

科　目

（ 1,481,991 ）（ 100 %）（ 1,586,814 ）（ 100 %）（ △ 104,823 ） （ 1,578,712 ）（ 100 %）

Ⅰ 812,216 54.8 899,435 56.7 △  87,219 913,002 57.8

76,787 81,539 △   4,751 78,977

11,262 9,736 1,526 19,070

258,560 287,717 △  29,156 266,683

42,494 47,832 △   5,337 45,135

136,797 146,808 △  10,010 190,695

100,618 123,343 △  22,725 95,589

65,822 72,428 △   6,606 64,163

79,406 85,692 △   6,286 113,026

48,164 53,881 △   5,716 49,078

△  7,698 △  9,544 1,845 △  9,418

Ⅱ 669,775 45.2 687,379 43.3 △  17,603 665,709 42.2

1 238,516 253,016 △  14,500 263,436

 85,978 91,968 △   5,989 98,547

142,670 150,552 △   7,882 153,683

9,867 10,495 △     628 11,204

2 9,021 9,638 △     617 9,696

3 422,237 424,724 △   2,486 392,577

 244,045 267,877 △  23,832 245,521

75,806 67,941 7,865 50,583

85,911 71,833 14,077 90,941

75,443 77,897 △   2,453 68,226

△ 58,968 △ 60,825 1,856 △ 62,695

1,481,991 100 1,586,814 100 △ 104,823 1,578,712 100

　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　

                     

長 期 貸 付 金

長 期 繰 延 税 金 資 産

そ の 他

資     産     合     計

前 事 業 年 度

（平成16年3月31日）

有 形 固 定 資 産

（資　産　の　部）

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

流 動 資 産

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

開 発 事 業 等 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

立 替 金

そ の 他

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

増　減（△）

金　額

建 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

当 中 間 会 計 期 間 末

（平成16年9月30日）

金　額 構 成 比 金　額構 成 比

（単位：百万円）
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前 中 間 会 計 期 間 末

（平成15年9月30日）

金　額 構 成 比



期　別

科　目

（ 1,257,073 ）（ 84.8 %）（ 1,350,342 ）（ 85.1 %）（ △  93,269 ） （ 1,376,702 ）（ 87.2 %）

 Ⅰ 910,243 61.4 966,338 60.9 △  56,094 940,370 59.6

4,556 6,674 △   2,118 13,962

330,124 365,677 △  35,553 334,359

127,430 98,853 28,577 100,441

16,500 44,000 △  27,500 28,000

30,000 20,000 10,000 21,000

719 1,069 △     349 3,342

162,524 147,773 14,750 194,325

62,270 72,860 △  10,589 34,017

118,717 158,361 △  39,643 164,230

422 575 △     153 710

56,977 50,492 6,484 45,979

 Ⅱ 346,829 23.4 384,003 24.2 △  37,174 436,332 27.6

85,000 95,000 △  10,000 115,000

99,126 126,029 △  26,902 125,316

14,194 10,342 3,852 10,621

55,774 56,629 △     854 82,539

4,534 4,344 189 4,149

13,050 13,050 － 21,695

23,562 24,131 △     568 20,741

51,586 54,476 △   2,890 56,268

（ 224,918 ）（ 15.2 ）（ 236,472 ）（ 14.9 ）（ △  11,553 ） （ 202,009 ）（ 12.8 ）

 Ⅰ 81,447 5.5 81,447 5.1  － 64,071 4.1

 Ⅱ 49,485 3.3 49,485 3.1 － 32,147 2.0

1 49,485 49,485 － 32,147

Ⅲ 39,637 2.7 47,410 3.0 △   7,773 64,931 4.1

 　 1 39,332 43,023 △   3,691 43,023

2 304 4,386 △   4,082 21,907

Ⅳ 20,853 1.4 13,789 0.9 7,064 15,489 1.0

 Ⅴ 33,892 2.3 44,688 2.8 △  10,795 25,676 1.6

Ⅵ △    397 △ 0.0 △    348 △ 0.0 △      49 △    306 △ 0.0

1,481,991 100 1,586,814 100 △ 104,823 1,578,712 100

短 期 借 入 金

コマーシャル ･ ペーパー

一 年 以 内 償 還 の 社 債

工 事 未 払 金

（負　債　の　部）

支 払 手 形

流 動 負 債

当 中 間 会 計 期 間 末

金　額 構 成 比

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金

開 発 事 業 等 受 入 金

預 り 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

そ の 他

社 債

固 定 負 債

関係会社等事業損失引当金

そ の 他

長 期 借 入 金

土地再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負  債  資  本  合  計

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

（資　本　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

開発事業関連損失引当金

金　額

前 事 業 年 度
増　減（△）

（平成16年3月31日）
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中間（当期）未処分利益

任 意 積 立 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

金　額 構 成 比金　額 構 成 比

（単位：百万円）

（平成16年9月30日）

前 中 間 会 計 期 間 末

（平成15年9月30日）



個別中間損益計算書

期　別

科　目

Ⅰ 578,005 100 % 548,068 100 % 29,936 1,172,432   100 %

（ 480,861 ) ( 100 ) （ 504,604 ) ( 100 ) （ △ 23,743 )（ 1,098,393 ) (   100 )

（ 97,144 ) ( 100 ) （ 43,464 ) ( 100 ) （ 53,680 )（ 74,039 ) (   100 )

Ⅱ 519,801 89.9 504,799 92.1 15,001 1,074,173 91.6

（ 437,351 ) ( 91.0 ) （ 467,240 ) ( 92.6 ) （ △ 29,889 )（ 1,008,860 ) ( 91.8 )

（ 82,450 ) ( 84.9 ) （ 37,559 ) ( 86.4 ) （ 44,890 )（ 65,312 ) ( 88.2 )

58,204 10.1 43,269 7.9 14,934 98,259 8.4

（ 43,510 ) ( 9.0 ) （ 37,364 ) ( 7.4 ) （ 6,145 )（ 89,532 ) ( 8.2 )

（ 14,694 ) ( 15.1 ) （ 5,904 ) ( 13.6 ) （ 8,789 )（ 8,727 ) ( 11.8 )

Ⅲ 31,569 5.5 34,192 6.2 △  2,623 67,973 5.8

26,635 4.6 9,077 1.7 17,558 30,286 2.6

Ⅳ 3,506 0.6 2,729 0.5 776 5,408 0.4

（ 268 ) （ 509 ) （ △    241 )（ 950 )

（ 1,604 ) （ 1,418 ) （ 186 )（ 2,595 )

（ 1,633 ) （ 801 ) （ 831 )（ 1,862 )

Ⅴ 5,258 0.9 7,040 1.3 △  1,782 14,438 1.2

（ 1,999 ) （ 2,063 ) （ △     64 )（ 4,080 )

（ 1,086 ) （ 1,352 ) （ △    265 )（ 2,636 )

（ 1,053 ) （ 2,216 ) （ △  1,162 )（ 4,332 )

（ 1,117 ) （ 1,407 ) （ △    290 )（ 3,389 )

24,883 4.3 4,766 0.9 20,117 21,255 1.8

Ⅵ 4,005 0.7 1,607 0.3 2,398 8,451 0.7

（ 401 ) （ 162 ) （ 238 )（ 3,589 )

（ 3,604 ) （ 1,444 ) （ 2,159 )（ 4,861 )

Ⅶ 23,063 4.0 899 0.2 22,163 45,811 3.9

（ 150 ) （ 24 ) （ 126 )（ 95 )

（ 695 ) （ 269 ) （ 426 )（ 496 )

（ 4,093 ) （ － ) （ 4,093 )（ 6,012 )

（ 15,190 ) （ － ) （ 15,190 )（ － )

（ 1,376 ) （ － ) （ 1,376 )（ － )

（ － ) （ － ) （ － )（ 3,389 )

（ － ) （ － ) （ － )（ 33,483 )

（ 1,556 ) （ 605 ) （ 951 )（ 2,333 )

5,825 1.0 5,473 1.0 351 △ 16,103 △1.4

165 0.0 2,520 0.5 △  2,354 70 0.0

3,729 0.7 1,168 0.2 2,561 △  1,681 △0.2

1,931 0.3 1,785 0.3 145 △ 14,492 △1.2

5,437 5,142 294 5,142

－ 16,017 △ 16,017 16,017

△ 7,064 △ 1,038 △ 6,025 119

－ － － 2,400

304 21,907 △ 21,603 4,386

厚生年金基金解散に伴う損失

関 係 会 社 株 式 評 価 損

関係会社事業再編支援損失

開 発 事 業 等 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

関係会社等事業損失引当金繰入額

投 資 有 価 証 券 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 売 却 益

税引前中間（当期）純損益

百 分 比

受 取 配 当 金

支 払 利 息

社 債 利 息

営 業 外 費 用

開 発 事 業 等 売 上 高

完 成 工 事 原 価

開 発 事 業 等 売 上 原 価

減 損 損 失

売 上 総 利 益

売 上 原 価

投 資 有 価 証 券 売 却 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他

そ の 他

経 常 利 益

完 成 工 事 総 利 益

金　額

〔 〕

金　額

増　減（△）

前 中 間 会 計 期 間

完 成 工 事 高

自 平 成 15 年 4 月 1 日
至 平 成 15 年 9 月 30 日

売 上 高

金　額 百 分 比

当 中 間 会 計 期 間

〔
自 平 成 16 年 4 月 1 日

〕
至 平 成 16 年 9 月 30 日

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 損 益

利 益 準 備 金 取 崩 額

（単位：百万円）

前 事 業 年 度

〔
自 平 成 15 年 4 月 1 日

〕
至 平 成 16 年 3 月 31 日
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前 期 繰 越 利 益

金　額 百 分 比

特 別 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金取 崩額

中 間 配 当 額

中 間 （ 当 期 ） 未 処分 利益

特 別 損 失

そ の 他
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１．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

・子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

・その他有価証券  

(a)時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(b)時価のないもの 

・債券 償却原価法（定額法） 

・その他 移動平均法による原価法 

②デリバティブ 原則として時価法 

③たな卸資産 

・販売用不動産 個別法による原価法 

・未成工事支出金 個別法による原価法 

・開発事業等支出金 個別法による原価法 

・材料貯蔵品 移動平均法による原価法 

（流動資産「その他」） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準を適用 

②無形固定資産 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（5年）に基づく定額法 

③長期前払費用 定額法 

（投資その他の資産「その他」） 

④信託財産 定率法 

（投資その他の資産「その他」） ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準を適用 

(3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

②完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る 1 年間の完成工事高に

対し、前 2事業年度の実績率を基礎に将来の支出見込を勘案して計上している。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産（閉鎖型適格

退職年金部分）の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額

法により費用処理または費用の減額処理をしている。 
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数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理または費用の

減額処理をすることとしている。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上している。 

⑤開発事業関連損失引当金 

開発事業関連取引に関して、将来発生する可能性のある損失に備えるため、契約条件、開発計画

等を個別に検討し、中間会計期間末における損失見込額を計上している。 

⑥関係会社等事業損失引当金 

関係会社等の事業の損失に備えるため、関係会社等に対する出資金額及び貸付金額を超えて、当

社が負担することとなる損失見込額を計上している。 

(4) 完成工事高の計上基準 

請負工事に係る収益の計上基準は、請負金額 100 百万円以上かつ工期 1 年超の工事については工事

進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用している。 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

(6) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。 

ただし、その他有価証券の価格変動リスクのヘッジについては、時価ヘッジ処理によっている。 

なお、為替予約及び通貨スワップについては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理に、

金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理によっている。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

 為替予約  外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

 通貨スワップ  外貨建借入金及び外貨建予定取引 

 金利スワップ  借入金及び社債等 

 先渡契約  その他有価証券 

③ヘッジ方針 

当社の内部規定である「デリバティブ取引の取扱基準」及び「リスク管理要領書」に基づき、為

替変動リスク、金利変動リスク及びその他有価証券の価格変動リスクをヘッジしている。 

(7) その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理 

税抜方式によっている。 

②連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 

 

２．会計方針の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成 14 年 8 月 9 日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第 6号 平成 15 年 10 月 31 日)が平成 16 年 3 月 31 日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間会計期間から同会計基準及び同適用指針を適用している。この結果、

税引前中間純利益は 1,376 百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除し

ている。 
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３．注記事項 

(1) 中間貸借対照表関係 

 
 
当中間会計期間末 前事業年度  前中間会計期間末

 
(百万円) (百万円)  (百万円)

①有 形 固 定 資 産 の 
減 価 償 却 累 計 額 

 
165,115 162,287  165,536 

②担保に供している資産 
     

完成工事未収入金  349 365  365 

流 動 資 産 
「 そ の 他 」 
（短期貸付金） 

 

－ 6,110  － 

土 地  61 61  61 

投 資 有 価 証 券  63 13  1 

長 期 貸 付 金  120 －  6,110 

投資その他の資産 
「 そ の 他 」 
（長期保証金） 

 

154 154  154 

③偶 発 債 務 
     

保 証 債 務 額  147,867 143,709  153,011 

(うち保証予約等)  （79,153） （70,827）  (76,560) 

(2) 中間損益計算書関係 

 
 
当中間会計期間 前中間会計期間  前事業年度 

 
(百万円) (百万円)  (百万円)

①工 事 進 行 基 準 
に よ る 完 成 工 事 高 

 
328,571 302,210  639,055 

②減 価 償 却 実 施 額 
     

有 形 固 定 資 産  5,928 4,296  8,367 

無 形 固 定 資 産  651 628  1,274 

 

４．リース取引関係 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

５．有価証券関係 

当中間会計期間、前事業年度及び前中間会計期間のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはない。 
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６．重要な後発事象 
(無担保社債の発行) 

平成16年10月20日開催の取締役会において、無担保社債の発行について以下のとおり包括決議した。 

(1) 発 行 総 額 200億円以下 

ただし、複数回に分割して発行することができる。 

(2)発 行 価 格 額面100円につき金100円 

(3)利 率 スワップレート＋0.75％以下 

(4)年 限 3年以上10年以内 

(5)償 還 の 方 法 満期一括償還 

(6)発 行 日 取締役会承認時から平成 17 年 3 月末日まで 

(7)資 金 使 途 運転資金及び社債償還資金 

(8)発行条件の決定 発行額、利率、年限、発行日等の発行条件の決定は、取締役会決議の範囲内で

財務本部長（専務取締役）に一任する。 
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（参考）受注・売上・繰越高 
 

(1) 受注高 (単位:百万円) 

項  目 

当中間会計期間 

自 平成16年4月 1日 

至 平成16年9月30日 

前中間会計期間 

自 平成15年4月 1日

至 平成15年9月30日

増減(△) 増減(△)率 

前 事 業 年 度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

国内官公庁  54,358( 8.3 %)  69,178( 11.6 %)  △ 14,819  △ 21.4%  201,127( 17.1%)

国 内 民 間  40,037( 6.1 )  53,101( 8.9 )  △ 13,064  △ 24.6  76,913( 6.5 )

海 外  17,329( 2.7 )  8,323( 1.4 )   9,006   108.2  10,648( 0.9 )

土 
 
 

木 

計  111,725( 17.1 )  130,603( 21.9 )  △ 18,878  △ 14.5  288,690( 24.5 )

国内官公庁  29,633( 4.6 )  41,550( 6.9 )  △ 11,916  △ 28.7  77,531( 6.5 )

国 内 民 間  406,791( 62.4 )  373,140( 62.4 )   33,650   9.0  724,234( 61.5 )

海 外  302( 0.0 )  952( 0.2 )  △ 650  △ 68.3  2,139( 0.2 )

建 
 
 

築 

計  436,726( 67.0 )  415,643( 69.5 )   21,083   5.1  803,905( 68.2 )

国内官公庁  83,992( 12.9 )  110,728( 18.5 )  △ 26,736  △ 24.1  278,659( 23.6 )

国 内 民 間  446,828( 68.5 )  426,242( 71.3 )   20,585   4.8  801,147( 68.0 )

海 外  17,631( 2.7 )  9,276( 1.6 )   8,355   90.1  12,788( 1.1 )

建 
 
 
 

設 
 
 
 

事 
 
 
 

業 計 

計  548,452( 84.1 )  546,247( 91.4 )   2,205   0.4  1,092,595( 92.7 )

開 発 事 業 等  103,953( 15.9 )  51,587( 8.6 )   52,365    101.5  85,559( 7.3 )

合 計  652,405(100 )  597,834(100 )   54,570   9.1  1,178,155(100 )

 

 当中間会計期間の主な受注工事 

東日本旅客鉄道㈱・三井不動産㈱           東京駅八重洲口開発計画 北棟Ⅰ期 

東日本旅客鉄道㈱・鹿島八重洲開発㈱・新日本石油㈱ 

 東京駅八重洲口開発計画 南棟 

㈲芝浦アイランド・アパートメント （仮称）芝浦アイランドＡ１街区 

三井不動産㈱・三菱商事㈱・オリックス・リアルエステート㈱・住友商事㈱・ 

㈱新日鉄都市開発・伊藤忠都市開発㈱・アイランド開発特定目的会社  

 （仮称）芝浦アイランドＡ２街区 

石川島播磨重工業㈱ ＩＨＩ（仮称）ＴＡビル 

㈱豊田自動織機 安城工場 

キヤノン㈱ 大分キヤノン大分事業所第１期 

日本道路公団 日本海沿岸東北自動車道 大茂内第一トンネル 

＜参考＞当社以外の主な受注工事として、以下のものがある。 

サンセットハイツハワイ コオラニ コンドミニアム（※１） 

台湾凸版国際採光（股）有限公司 台湾凸版国際採光台南第２工場（※２） 

（注）※1はｶｼﾞﾏ ﾕｰ ｴｽ ｴｰ ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃ ｯﾄﾞ、※2 は中鹿営造股ｲ分有限公司の受注工事 
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(2) 売上高 (単位:百万円) 

項  目 

当中間会計期間 

自 平成16年4月 1日 

至 平成16年9月30日 

前中間会計期間 

自 平成15年4月 1日

至 平成15年9月30日

増減(△) 増減(△)率 

前 事 業 年 度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

国内官公庁  79,094( 13.7 %)  80,553( 14.7 %)  △ 1,458  △ 1.8%  209,547( 17.9%)

国 内 民 間  39,450( 6.8 )  50,397( 9.2 )  △ 10,946  △ 21.7  96,593( 8.2 )

海 外  13,268( 2.3 )  12,419( 2.3 )   848   6.8  27,377( 2.4 )

土 
 
 

木 

計  131,813( 22.8 )  143,370( 26.2 )  △ 11,557  △ 8.1  333,518( 28.5 )

国内官公庁  33,463( 5.8 )  32,993( 6.0 )   470   1.4  80,814( 6.9 )

国 内 民 間  315,382( 54.6 )  327,982( 59.9 )  △ 12,600  △ 3.8  682,100( 58.2 )

海 外  201( 0.0 )  257( 0.0 )  △ 56  △ 21.8  1,958( 0.1 )

建 
 
 

築 

計  349,047( 60.4 )  361,234( 65.9 )  △ 12,186  △ 3.4  764,874( 65.2 )

国内官公庁  112,558( 19.5 )  113,547( 20.7 )  △ 988  △ 0.9  290,362( 24.8 )

国 内 民 間  354,832( 61.4 )  378,379( 69.1 )  △ 23,546  △ 6.2  778,694( 66.4 )

海 外  13,470( 2.3 )  12,677( 2.3 )   792   6.3  29,336( 2.5 )

建 
 
 
 

設 
 
 
 

事 
 
 
 

業 計 

計  480,861( 83.2 )  504,604( 92.1 )  △ 23,743  △ 4.7  1,098,393( 93.7 )

開 発 事 業 等  97,144( 16.8 )  43,464( 7.9 )   53,680   123.5  74,039( 6.3 )

合 計  578,005(100 )  548,068(100 )   29,936   5.5  1,172,432(100 )

 

 当中間会計期間の主な完成工事 

中部電力㈱               浜岡原子力発電所５号機 原子炉建屋 

住友生命保険 ・住友不動産㈱       汐留住友ビル 

㈱イズミ                ゆめタウン光の森 

住友金属工業㈱             鹿島新第１高炉 

三井不動産㈱              パークマンション千鳥ヶ淵 
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(3) 次期繰越高 (単位:百万円) 

項  目 
当中間会計期間末 

(平成16年9月30日) 

前中間会計期間末

(平成15年9月30日)
増減(△) 増減(△)率 

前 事 業 年 度 

(平成16年3月31日) 

国内官公庁  255,652( 17.4 %)  277,432( 19.3 %)  △ 21,780  △ 7.9%  280,387( 20.2%)

国 内 民 間  154,853( 10.6 )  176,652( 12.3 )  △ 21,798  △ 12.3  154,266( 11.0 )

海 外  77,239( 5.3 )  85,809( 6.0 )  △ 8,570  △ 10.0  73,178( 5.3 )

土 
 
 

木 

計  487,745( 33.3 )  539,894( 37.6 )  △ 52,149  △ 9.7  507,832( 36.5 )

国内官公庁  81,443( 5.6 )  97,113( 6.8 )  △ 15,669  △ 16.1  85,274( 6.1 )

国 内 民 間  796,373( 54.3 )  707,988( 49.3 )   88,384   12.5  704,964( 50.7 )

海 外  2,163( 0.1 )  2,577( 0.2 )  △ 413  △ 16.1  2,063( 0.1 )

建 
 
 

築 

計  879,980( 60.0 )  807,680( 56.3 )   72,300   9.0  792,302( 56.9 )

国内官公庁  337,096( 23.0 )  374,546( 26.1 )  △ 37,450  △ 10.0  365,662( 26.3 )

国 内 民 間  951,226( 64.9 )  884,640( 61.6 )   66,585   7.5  859,231( 61.7 )

海 外  79,403( 5.4 )  88,387( 6.2 )  △ 8,984  △ 10.2  75,241( 5.4 )

建 
 
 
 

設 
 
 
 

事 
 
 
 

業 計 

計  1,367,726( 93.3 )  1,347,575( 93.9 )   20,150   1.5  1,300,134( 93.4 )

開 発 事 業 等  98,228( 6.7 )  88,022( 6.1 )   10,205   11.6  91,419( 6.6 )

合 計  1,465,954(100 )  1,435,597(100 )   30,356   2.1  1,391,554(100 )

 

 当中間会計期間末の主な手持工事 

東日本旅客鉄道㈱・三井不動産㈱     東京駅八重洲口開発計画 北棟Ⅰ期 

東日本旅客鉄道㈱・鹿島八重洲開発㈱・新日本石油㈱ 

東京駅八重洲口開発計画 南棟 

三井不動産㈱              日本橋三井タワー 

三菱地所㈱・東日本旅客鉄道㈱・㈱東京三菱銀行 

（仮称）東京ビル 

北陸電力㈱               志賀 2 号機発電所本館建屋 

名古屋第一赤十字病院          名古屋第一赤十字病院改築 

中華民国経済部水利署          台湾 基隆河分水路トンネル 

東京電力㈱               神流川発電所（発電所工区） 




